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事前評価実施地区取りまとめ個表 
 

 整理番号   
  

地域（地区）名 北塩原・磐梯 事 業 名 山のみち地域づくり交付金事業 

計画策定主体 福島県 対象市町村 喜多方市、北塩原村 

事業実施期間 令和7年度～11年度（5年間） 事業実施主体 福島県 
 
 
 

事業の概要 
・目的 

北塩原・磐梯地区は、福島県北西部の会津盆地北部にある喜多方市と北塩原村で

構成されており、人口 46,771人（喜多方市 44,344人、北塩原村 2,427人）、総面積7

8,871ha（喜多方市 55,463ha、北塩原村 23,408ha）を有する地方中小都市の近郊に

位置している。 

地区内の利用区域森林面積は、1,650ha（民有林 1,155ha、国有林 495ha）であり、

そのうち、人工林面積は、701ha(民有林 300ha、国有林 401ha)、人工林率は42.5％

となっている。人工林面積の齢級別構成は、間伐等が必要な4～10齢級の林分の面積

が 299ha、人工林面積に対して42.6%と大きな割合を占めているが、木材価格の低迷

や、林業生産基盤の未整備、林業労働力の高齢化・不足等の諸条件の悪化により手入

れの行き届かない森林が増加している 

このような状況の中、会津若松市において平成24年7月に運転を開始した木質バイオ

マス発電施設などへのチップ材の需要の高まりなどから、会津管内13市町村で構成され

た協議会を設立し、地域森林資源の循環活用計画「会津地域分散型エネルギーインフ

ラプロジェクト・マスタープラン」を策定し、地域一丸となり林業を成長産業ととらえた戦略

的な取り組みを実施している 

また、喜多方市では、農業体験の出来るグリーンツーリズムが行われており、近年は、

薪割りや林産物の採取など林業資源を活用した林業版グリーンツーリズムの取り組みが

なされるなど、自然を活用した都市部との交流が盛んな地域である。 

当地区の周辺は、国道459号を幹線道路として、県道等により隣接市町村との道路網

が形成されているが、集落間を結ぶ道路網は、集落が点在し、地形が入り組んでいること

から、十分整備されているとは言いがたい。 

当計画では、国道459号線を起点として、雄国山麓裾野を南北に走り、県道喜多方・

河東線を終点とし、雄国山麓を東西に走る市村道路や林道と交差・接続を図る地域の

基幹的な道路であり、間伐等の森林整備の促進や山村地域の生活環境の利便性向上

などを図る上で重要な路線となる林道 北塩原・磐梯線を整備するものである。 

事業内容  路網整備 ： 林道開設 （延長 2,367m、幅員 5.0～7.0m） 

 総事業費 ： 660,648千円 

費用対効果 
分析結果 

B/C = 1.43 （ ≧1.0 ） 

 関係者の所見 当該路線については、次の内容が期待できるとして、喜多方市、北塩原村及び受益

者等が早期完成を望んでいる。 

① 優良なスギ等の木材生産量の増加及び物流促進 

② 受益地における森林施業の機械化及び木材搬出の低コスト化 

③ 集落間の連絡道、観光資源を活かした地域の活性化 

④ 森林レクリエーションを通じた都市との交流 

 総合的な所見  必要性、効率性及び有効性の観点から事業内容を総合的に判断した結果、事業を

実施することが適当である。 
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令和７年度採択チェックリスト  
（山のみち地域づくり交付金事業）  

 

道 県 名 福島県 地 区 名 北塩原・磐梯地区 

計画作成主体 福島県 計 画 期 間 R7 ～ R11 

 
 
Ⅰ 必須事項  
 

項    目  審  査  の  内  容  判 定  

 １．事業の必要性が  
   明確であること  
    （必要性） 
 

  環境との調和を図りつつ、奥地森林地域の骨格的  
 な「山のみち」の整備等を地域の創造力を活かしな  
 がら総合的に実施し、個性的で魅力ある地域の活性  
 化を推進する必要があること。  

   ☑ 

 ２．技術的可能性が  
  確実であること 
 
 

   地形、地質、地利状況等からみて、当該事業の施  
 工が技術的に可能であること。 
 
 

   ☑ 

 ３．事業による効率  
  性が十分見込まれ  
  ること  
   （効率性）  

  費用対効果分析の結果が１.０以上であること。 
 
 
 

   ☑ 

 ４．事業の採択要件  
  を満たしているこ  
  と 
 

  事業実施要綱・要領等に規定された地区、事業内  
 容、採択基準の要件に適合していること。  
   採択に係る事業の工期が別に定められた「限度工  
 期」を超えないこと。  

   ☑ 

 ５．事業による効果  
  の発現が図られる  
  こと  
   （有効性）  

  事業実施主体等の意欲、負担能力からして事業の  
 実施が確実であり、実施後の効果の発現が図られる  
 こと。 
 

   ☑ 

 ６．「自然と共生す  
  る環境創造型事  
  業」であること 
 

  野生動植物との共存や地形の改変の抑制、景観へ  
 の配慮等が図られていること。 
 
 

   ☑ 

 
注）・評価項目を満たしている場合は、□の中に「✓」を記入。また、該当しない項目につい  

ては、□の中に「－」を記入。            
   ・項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。  
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Ⅱ 優先配慮事項  
 

評 価 項 目  
評価指標  判 定 基 準  評価  

大項目  中項目  小項目  

１ 
有効性  

(1) 多様な 
森林づ
くり  

①健全な 
森林の 
育成  

 多面的機能
を発揮する健
全な森林の育
成  

Ａ  

 事業計画区域のⅢ～ⅩⅡ令級の人
工林面積に占める間伐計画面積の割
合が３０％以上でかつ森林の多面的
機能を十分に発揮することができる
健全な森林を育成する計画となって
いる。  

Ｂ 

Ｂ  
 森林の多面的機能を十分に発揮す
ることができる健全な森林を育成す
る計画となっている。  

Ｃ   上記Ａ、Ｂ以外の計画である。  

－   該当しない。  

②効率的 
かつ安 
定的な 
林業経 
営基盤 
の整備  

 効率的かつ
安定的な林業
経営の確立  

Ａ  

 既設の林道や公道等も活用しつ
つ、林道と作業道等の路網が適切に
計画されていて、森林整備は路網と
適切に連携した計画となっている。  

Ａ 
Ｂ  

 林道と作業道等の路網が適切に計
画されていて、森林整備は路網と適
切に連携した計画となっている。  

Ｃ   上記Ａ、Ｂ以外の計画である。  

－   該当しない。  

(2)山村の活性化   山村の生活
基盤の向上へ
の寄与  

Ａ  
 当該計画が、山村地域への定住の
促進に寄与する計画である。  

Ａ Ｂ  
 当該計画が、山村の生活基盤の向
上に寄与する計画である。  

Ｃ   上記Ａ、Ｂ以外の計画である。  

－   該当しない。  

２ 
効率性  

(1) 事業の経済性・ 
効率性  

 事業の経済
性・効率性の
確保とコスト
縮減  

Ａ  
 事業の経済性・効率性が確保され
ているとともに、コストの縮減効果
の発現が期待できる計画である。  

Ａ 
Ｂ  

 事業の経済性・効率性が確保され
ている計画である。  

Ｃ   上記Ａ、Ｂ以外の計画である。  

３ 
事業の  
実施環  
境等  

(1) 自然環境・景観 
への配慮  

 自然環境保
全機能の発揮  Ａ  

 地域住民や自然環境・景観に関す
る協議会などの意見を取り入れた自
然環境・景観に配慮した計画である。 Ａ 

Ｂ  
 上記Ａ以外の自然環境・景観に配
慮した計画である。  

(2) 地域材の有効利 
用  

 地域材利用
の計画  

Ａ  

 次のいずれかの項目に該当する。  
（ア）地域材を利用した土留工等の
設置を計画している。  
（イ）地域材を有効利用した工種・
工法の開発、普及、定着を図る計画
である。 Ｂ 

Ｂ  
 上記Ａには該当しないが、地域材
を利用した計画である。  

Ｃ   上記Ａ、Ｂ以外の計画である。  

－   該当しない。  
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評 価 項 目  
評価指標  判 定 基 準  評価  

大項目  中項目  小項目  

 
(3) 効果的 

な事業 
の推進  

①地域関  
係者の 
理解  

 地域関係者
の同意又は理
解  

Ａ  
 地域関係者等からの要望又は同意
を得ている。  

Ａ Ｂ  
 地域関係者等への説明を了してい
る又は同意予定となっている。  

Ｃ   上記Ａ、Ｂ以外である。  

②作業体 
系の整 
備  

 事業実施の
ための作業体
系の整備  

Ａ  
 高性能林業機械による作業体系が
確立している。  

Ａ Ｂ  
 高性能林業機械による作業体系の
確立に向けて取組がされている。  

Ｃ   上記Ａ、Ｂ以外である。  

③生産・ 
流通拠 
点の整 
備  

 木材加工流
通施設等の生
産・流通拠点
の整備  

Ａ  
 木材加工流通施設等の生産・流通
拠点が整備されている地域である。  

Ａ Ｂ  
 木材加工流通施設等の生産・流通
拠点が整備される計画である。  

Ｃ   上記Ａ、Ｂ以外である。  

④他事業 
との連 
携  

 他事業との
連携の計画  Ａ  

 他事業との連携が図られた計画で
ある。  

Ａ Ｂ  
 他事業と連携について調整中であ
る。  

Ｃ    上記Ａ、Ｂ以外である。  

－   該当しない。  

⑤他計画 
との関 
連  

 関連する計
画への位置付
け  

Ａ  
 市町村の振興計画等との調整が図
られている。  

Ａ Ｂ  
 市町村の振興計画等と調整中であ
る。  

Ｃ   上記Ａ、Ｂ以外である。  

－   該当しない。  

 


